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はじめに

欧州にはそれぞれスイスとドイツに源流をもつ 2本の国際河川（大規模内陸水運体系）が流

れている。ライン川とドナウ川である。スイスに端を発するライン川はドイツを代表（「父な

る川」「ライン型資本主義」）するだけでなく、欧州統合の前進と光を象徴している。ドナウ川

はこれとは対比的に西から東へ流れる唯一の川である。ドイツのバーデン・ヴュルテンベルク

州から東欧各国を抜けて、黒海にそそぐドナウ川は欧州中央部の近代的発展から取り残された

地域（半周辺・周辺地域）、欧州統合の影を象徴していると表現することもできるだろう。た

とえば、内陸水運貨物量（トンキロ；2009 年）で見ると、ライン川は EU全体の 77%を占め

ているが、ドナウのそれは 10％に過ぎない（Hardi 2012, 104）。そのドナウは「一つの世界」で、

中欧文化を背景に「ドナウ経済圏」を築く可能性を秘めていた（加藤雅彦、1991）。そして今

ようやく、ドナウ地域が欧州統合の新しい手法の実験場として注目されている。EUドナウ・

マクロ・リージョン戦略（EU Strategy for the Danube Region:以下 EUSDRと省略）がそれ

である。本稿はそれに関する現地調査を含めた報告書である１）。

本報告は以下のように構成される。第 1節ではドナウ川・地域の歴史的特徴と東欧資本主義

の特徴、統合上の特徴を概観する。第 2節では、EUのマクロ・リージョン戦略とは何かを概

観する。また、そのマクロ・リージョン戦略が従来の越境地域協力、超国家的領域協力とどの

点で異なるのかを示す。第 3節では EUSDRとはどのようなものなかを概略する。そして第 4

節では EUSDRの現状、到達点と問題点を明らかにし、最後にまとめをおこなう。

第 1節　ドナウ川・地域の歴史的特徴と統合上の特徴

ドナウ川は全長 2850 ㎞で、ドナウ地域は約 800 万平方キロメートル弱の面積に約 9000 万人

が居住しているエリアである（図 1参照）。経済力で EUの 13％、人口と面積でその 18％を占

める。この地域はローマ帝国の時代にほぼ全域がその帝国北方地域に編入されていたが、中世

から近代にかけてビザンツ、ハプスブルグ朝、オスマン帝国の大国が出現した。そして現代に

近づくほど次第に小国（民族国家）に細分化していった（Hardi 2012, 42）。その過程のなかで、

隣接する西欧地域が資本主義化、近代化の「センター」に上り詰めると、この地域はその（半）

周辺地域に再編されていった。この地域は、このような小国の列立によって分断されているだ

けでなく、経済発展水準、エスニック、言語、宗教、文化によっても多様化・モザイク化して

きた典型的な地域である。ところがドナウ川は膨大な電力発電能力、歴史的な汎欧州輸送回廊、

欧州の希少種の宝庫でもあるが、これらは、反対に、この河川を常に国際的な対立の源泉とさ

せていった。特に 1990 年以前の冷戦期をみると、東西対立のために、この地域はインフラ整

備投資が十分にされず、移民問題と気候変動、安全保障、環境保護の対策も遅れてきた。幸い
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にも、冷戦の時代には両陣営の敵対的関係はバルト海ほど激烈ではなかった。だが、バルト海

地域とは対照的に、この地域が全体として安定化するのは体制転換後約 10 年を待たなくては

ならない。ユーゴ紛争が終結して、和平と民主主義、人権尊重、経済的繁栄を促進する南東欧

の「安定化協定」（Stability Pact）が結ばれた 1999 年と、コソボ紛争の終結した 2000 年以降

である。他方、東欧 11 カ国が EUに新規加盟したのはようやく 2007 年（第 5 次拡大：2004

年バルト諸国、ポーランド、チェコ共和国、スロヴァキア、ハンガリー、スロヴェニアの加盟

と 2007 年ルーマニア、ブルガリアの加盟そしてクロアチア 2013 年 7 月加盟）であった。この

第 5次拡大でこの地域が抱える共通の問題や歴史的遺産に全体として取り組むことができる超

国家的（transnational）な制度的枠組み・基盤が整えられることになった。

EU統合の発展には 3つの側面（3つのベクトルの合成）がある。単一市場と単一通貨とい

うセクター的側面（統合の深化、政策統合）と拡大（新規加盟）そして地域格差の是正、地理

空間の再編、近隣諸国との関係の再構築という地域的側面の進化である。1番目のベクトルの

優先的推進は多様で発展水準の異なる国への EU拡大という 2番目の挑戦を引き起こし、前 2

者は最後の側面を顕在化させ、経済的・社会的結束に加えて領域的（territorial）結束を迫っ

てきた。しかもこの経済的・社会的・領域的結束を、国家間のレベルやそれよりも低位なロー

カルな地域レベルではなく、国家レベルを超えるが EUレベルよりも下位な地域空間で求めて

くるようになる（Stocchiero 2010, 2）。ここに、第 4次拡大と第 5次拡大の後バルト海マクロ・

リージョン戦略（EUSBSR）を発足させるひとつの推進力があり（蓮見雄 2009）、EUにおい

図 1　EUドナウ・マクロ・リージョン戦略の参加国

出所：www.danube-region.eu　http://www.danube-region.eu/pages/what-is-the-eusdr
注：●印は各国の首都を表す。
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てマクロ・リージョン戦略が政策・手法として定式化される要因がある。このバルト海地域協

力の経験と EUの政策化のなかで、以下でみるように、EUDRSがスタートした２）。

ところで、上記の 3側面のなかで「多様で発展水準の異なる国への拡大」を指摘したが、

EUに新加盟した中東欧諸国の特徴について 2点ほど確認しておきたい。第 1は、欧州の旧加

盟国・西欧地域とは様々な点で異なっていることである。資本主義の多様性論から観察すると、

中東欧諸国は、外資依存型成長（国内貯蓄と資本の不足）、弱い市民社会、EUや他の国際機

関から強い影響をうけているポスト社会主義の資本主義であるという点では共通性があり、旧

EU加盟国と異なる（Farkas 2011）。さらに体制転換の 20 年以上の間に資本主義のこの東欧

タイプもさらに分岐化している（Bohle and Greskovits 2012）。これらの国は EU旧加盟国へ

のキャッチアップと収斂化を次第に強めてきたが、その歩みも 2008 年以降の危機が停滞させ

ている。それはこれら諸国の経済成長潜在力（投資、教育、イノベーション）を低下させ、新

加盟国間の格差と相違も拡大させてきている。一部の東欧を EUの周辺部として固定化する

（EU peripherialization）危険性をはらんでいる（田中宏 2001, 2012）。EUレベルと各国政府

レベルで緊縮政策が欧州を覆っている中で、人的資本のダメージと知的生産の基盤の低下をで

きるだけ最小限にすることが求められている（Farkas 2012）。第 2に、これらポスト社会主義

諸国には「地域」自体を作るという問題（making regions）が発生している。体制転換は中央

集権的再分配メカニズムを解体したので地域的平準化の手段をも喪失した。地域間格差の拡大

に対処する手段が未整備で、地域的多様性と地域的アイデンティティの形成やローカルな主体

による中央集権でないレベル（メゾ）で制度の構築の要求が発生し、「近代的」地域の制度構

築と「ポスト近代化」のそれを同時に遂行しなくてはならなかった３）。

第 2節　EUのマクロ・リージョン戦略とはなにか４）

マクロ・リージョンとマクロ・リージョン戦略

では、最初にマクロ・リージョンというタームの定義から入ろう５）。この課題担当の旧欧州

委員であったサメツキによると、公式の標準化された定義があるわけではない。そこでサメツ

キ（Samecki 2009a, 2009b）に従うと、マクロ・リージョンとは「1つあるいは複数の共通の

特徴か挑戦に関連する異なる国あるいは地域の多数からなる領域 territoryを含むエリア」、「単

一の戦略的アプローチを正当化するような共通した問題を十分持ち、多数の行政的地域をカ

バーする」ものということになる。それは、どのスケールのエリアなのかを示唆する点を含ま

ず、共通の問題と挑戦という点での一貫性（consistency）を含んだものになっている。その

一貫性は、実際の戦略準備過程で展開されるものであり、したがって、その組織的枠組みは必

ずしも地理的エリアの条件と一致するわけではない（Stocchiero, 2010）。問題の共通性、戦略

過程依存性と地理的エリアと一致しないことという 3点は注目されなければならない。
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ではそのマクロ・リージョン戦略（MRS）とは何か。同じくサメツキによると次のように

なる。マクロ・リージョン戦略の背後には次のようなアイデアがある。つまり、EUか国家行政、

地域行政あるいは民間セクターの違いを問わず、マクロ・リージョンの機能様式（functioning）

を一段と強化することにより、これら（主体）が行う諸介入に付加価値を与える点にある。そ

の方法は、比較的少数の諸国家や諸地域の問題を解決することで明確なものなり、共同で仕事

をすることで、それが習慣とスキルになる。付け加えて、政策領域を越えて行動を全面的に調

整すると、そのことは個々の主導によるものよりももっと優れた結果を将来もたらすことにな

る。ただしマクロ・リージョン戦略の目標はその関係する地域のニーズに従って明確に多様に

なるだろう６）。

この定義はすでに次期予算計画年度（2014-2020）編成では採用されてきているが、それを

要約的に圧縮すると（EC 2013）、MRSの狙いは既存のプロジェクトやイニシャティブを動員

して、共通責任のセンスを創出することである。MRSとは同じ地理的エリアの加盟国と第三

国に関係する統合的枠組みであり、共通の挑戦を挑み、経済・社会・領域的結束のための協力

の強化から利益を引きだすものである。それは統合と調整、協力、マルチレベルのガヴァナン

ス、パートナーシップの 5つの原則を結びつけ、その目標は関係するリージョンのニーズによっ

て異なる。しかも戦略的問題に優先権を与え、「欧州 2020 戦略」に関係する水平的な共同体政

策に真の付加価値を加える。挑戦（環境・気候変動・連結性（connectivity）問題などの分野

協力の増加が決定的）と好機（研究・イノベーション・ビジネス・能力開発での共同提案・ネッ

トワーキング・経験の共有・基金のプール化など相互利益のための協力の強化）という 2重の

アスペクトとアプローチをもっている。

マクロ・リージョン戦略の特徴：機能性と弾力的な統合的枠組み

次に詳細にみていこう。マクロ・リージョン戦略の特徴とは何か。その特徴の第 1は、「複

数の共通の特徴か挑戦」「共通の問題と挑戦」に一貫して関わる点にある。リージョンという

名称がついているが、それは必ずしも地理的範囲からいうリージョンと同一ではなく、機能と

して押さえられている。機能的なマクロ・リージョンの機能性とは、柑本英雄（2010）によれば、

次の点を意味する。つまり、EUには国民国家から「機能」（主権の一部）が移譲されプール

されるが、同時にこの国家の退場は地域政策の一部に関する機能を下位地方政府に移譲する。

そしてその機能は EUと国家の中間に出現するマクロ・リージョンにプールされて行使される

ことがマクロ・リージョン戦略では構想される。これがマクロ・リージョンを機能から把握す

ることの意味である。

他方、弾力的な統合的枠組み（integrated framework）とは何か。それは 3つの NOと 3つ

の YESで表現される。弾力的な統合的枠組みの定義は、EUのマクロ・リージョン戦略の「戦

略性」としての特徴にかかわる。3つの NOとは、この戦略のために特に用意された「基金な
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し７）、新立法なし８）、新制度なし９）」を指す。3つの NOとは中身や政策ではなく枠組みのみを

準備・用意していることの裏返しの表現である。次の 3つの YES（General affair Council 

13.04.2011）とは、基金同士の連携の改善、政策用具の調整の能率化、新しいアイデアのこと

を指すが、既存の基金・立法・制度を新たに別の方法で統合する様式は、政策領域を越えた行

動調整が付加価値を生み出すこと、一国では満足に対応できない特殊な問題に限定すること

（transnational issue）、「下から」明確に共通性を共有できること、に強く関係している 10）。

このようなマクロ・リージョン戦略は従来型地域協力とどこに違いがあるのか（Dühr 2011, 

15-24）。マクロ・リージョンの旧来の用語にあたるサブリージョン団体（sub-regional 

grouping）に類似した協力はすでに 1990 年代に周辺地域に多数誕生したが（Central 

European Initiative（1989）、Visegrad group（1991）、Council of the Baltic Sea States（1992））、

さらにさかのぼれば、中心国同士の Beneluxもこれに当たるだろう。これに対してこの新タ

イプは周辺部の新加盟国（あるいは非加盟周辺国を含む）の安定化を目的として、それが EU

内部のインナーコア部分と結びついている。この点も異なる（Granzele and Kern, 2011, 6）。

もう 1つの違いは次の点である。旧来のサブリージョン団体化は制度化の傾向をもち、独立し

た財政的基盤を EUや国際機関に求める傾向があった。1990 年以降の Interregは、EUとの

共同出資（co-funding）が特徴的で、超国家的な問題だけを取り組むのではなくて、共通の関

心事とくに従来の中央政府機関の権限の一部を担当することになっている。それは、国内政治

の文脈でみると、優先順序の高くない課題を引き受けることになった。その結果、国際協力プ

ロジェクトの開発とその実施に Interreg協力は強力に関与できず、その権限は既存の既得権

益集団のもとにまだ留まっていた。それゆえにむしろ効果的な超国家的な協力プログラムの障

害物になっていた。同じように、2007-2013 年の構造基金における超国家的協力エリアでは超

国家的空間ビジョン（transnational spatial vision）という視点が軽視されてきた。バルト海

協力の場合は、その超国家的領域の共同戦略は成功してきたが、セクター政策を強く調整して

きたのは政府間主義であった。今回のマクロ・リージョン戦略は、これらの諸批判のうえに提

案されてきている。つまり協力の局面の狙いに関しては、強力な政府間主義をシフトさせるだ

けではなく、また超国家的制度のより強力な役割を要請するようなマルチレベルのガヴァナン

スに転換するのでもない。EUはその調整のファシリテーター兼調整者になることが構想され

ている。

マクロ・リージョン戦略の発生と背景

では、なぜマクロ・リージョン戦略が登場したのか 11）。「はじめに」のセクター政策統合の

深化、加盟国拡大、結束・地域の進化の合成的連関の点を少し詳しくふり返ってみよう（柑本

英雄 2010, 111-126）（蓮見雄 2009, 17）。

EU統合は、モノの市場統合（60 年代末関税同盟）から単一市場・単一通貨の導入へと進化
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し、その過程で競争を促した。その結果、地域レベルでは、統合の勝者地域と敗者地域が生まれ、

その地域間格差が拡大した。70 年代は欧州地域開発基金（European Regional Development 

Fund, ERDF）を創設したが、競争政策の補完的役割しか果たさなかった。80 年代になると、

欧州地域会議（Assembly of European Regions）が設立され、86 年単一欧州議定書（単一市

場完成）において「経済的社会的結束」の目標が明確にされる。90 年代地域政策は新局面に入

る。マーストリヒト条約（単一通貨導入）では、この「経済的社会的結束」が EUの中心的支

柱に定式化され、結束基金（Cohesion Fund）が設立される（GDP平均の 90％以下の地域の

環境・交通インフラ整備）。また、欧州委員会の諮問機関として「地域評議会」（Committee of 

the Regions、その意見書は拘束力なし）が設立され、地域政策総局（欧州委員会内）は

Interregを導入することになった。グローバル化に対応する単一市場と単一通貨にかかわる各

種政策は共通化（欧州化）されたが、各種政策間の調整が十分になされず、その具体的実施は

各国政府に任された。その結果、地域政策、社会的インフラ整備、環境政策等の国境を越えた

調整が必要となった。以下で見る Interregと ESDPの登場である。

1990 年の Interreg Iは単一市場実現のための域内国境の遮断性を克服することに主要な狙

いがあった。Interreg IIA（1994-96）は越境協力（cross border cooperation）を中心にしなが

らも、非加盟国との国境や海上国境をも包括し、越境に関する内容であれば特定の分野ではな

くあらゆる内容を対象とするようになった。Interreg IIIC（1997-1999）では、地方自治体組

織の参画、リージョンのアイデンティティの構築努力を取り入れて、サブリージョン（マクロ

リージョン）の越境プログラムが開始された。ここでは 7つのサブリージョンが区分けされた。

今日の EUSDRに相当するのは、7つ目の「中央部・アドリア海沿岸・南東ヨーロッパ地域」

（CADSES）である。その中にドナウ流域地域は包摂されているが、ポーランド、ドイツ東半

分とイタリア・アドリア沿岸地域、ギリシャ、アルバニアも包摂していた。サブリージョン毎

に管理委員会、運営委員会、事務局の体制が構築された。1999 年に「国家における国土計画」（グ

ランドデザイン）が初めて作成完成される（バルト、北海、北西大都市地域と CADSESはそ

れぞれ個別に作成され、CADSESでは Vision Planetが作成された）。その集大成が欧州空間

開発計画 ESDP（European Spatial Development Planning）である 12）。2007 年 5 月 EU閣

僚理事会は非公式会合でいわゆる「領域アジェンダ」（Territorial Agenda of the European 

Union: Towards a more competitive Europe of diverse regions）を採択した（Tatzberger 

2009, 19）。Interreg III（2000-2007）では、上記の 7つのサブリージョン（このときはメガリー

ジョンと呼ぶ）のプロジェクトに北部辺境地域のパイロットプロジェクトおよび海外領土プロ

ジェクトが追加された。清水耕一（2013）によれば、Interreg IIIBと Interreg IIICにおいては、

ソフト・コーオペレーション（共同の企画、資金供給、スタッフ動員）が高い評価を獲得した。

ただし、INTERACT13）も導入されたが、管理運営や実施面での問題をもっていた（新加盟国

にたいしては戦略的内容をもちえなかった点）。この段階のマクロ・リージョンの地域間協力
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の効果、レバレッジ効果は薄かったとされる。次の Interreg IVBでは、イノベーション、環境、

アクセシビリティ、持続可能な都市開発を 4つのテーマにしたマクロ・リージョンの地域間協

力が開発され、支援をうけた。知識基盤型成長と持続的成長が重点化される。Interreg Vでは、

もっと広域なマクロ・リージョン戦略を結束政策の効率化のために推進すべきで、そのなかに

公的、準公的、民間市民社会のアクターを参加させ、評価と選択基準を明確にし、そして国家

ではなくて実施プログラムに直接 EU資金を手渡すべきであると欧州委員会は主張した。2010

年に「欧州 2020 戦略」が旧「リスボン戦略」にかわって提案された。2014 年度以降の結束政

策はこの「戦略」に従って推進されるようになった。

以上から明らかなように、EU統合の進化が、一方では、単一市場の実現とユーロ導入を推

し進め、他方では、その推進が地域格差是正とメゾ（あるいはサブ）レベルの地域の内発的発

展の促進、数次にわたる欧州領域協力と Interregの経験、欧州とマクロリージョンレベルの

空間開発計画の作成、領域協力プログラムの支援ローカル事務所の活動を生みだし、EU全体

の再生成長戦略の作成と実施の相互作用のなかで、現在のマクロ・リージョン戦略が次第に創

成してきている。清水耕一（2013）によれば、CBCの根本問題の解決と旧「リスボン戦略」、「欧

州 2020 戦略」が結合したものということになる。

マクロ・リージョン戦略をどのような視角から考察するのか

では、つぎに、このような複合的に生成してきたマクロ・リージョン戦略の特徴を以下では

どのような視角から考察するのかを検討していこう。検討される視点は、以下のように、差別

化された地域統合論、経済政策のイノベーション論、中二階（メザニン）論、クロススケール・

3つの逸脱論である。

（1）「はじめに」でも指摘したように、欧州統合の深化・拡大は必然的に加盟国のさまざま

な面での発展水準の差異や統合選好、統合能力の点での多様性を EUにもたらした。Federico 

Matarrelli（2012）, Groenindijk（2013）はマルチレベルの枠組みのなかで統合の多様性の新

たなモデルを追求し、非画一的統合としてマクロ・リージョンを捉える。Gazle and Kern（2011）

によれば、このマクロ・リージョン戦略は差別化された統合論（DI；Differentiated 

Integration）と以下のような共通点と相違点をもつ。地域版DI論のマクロ・リージョン戦略は、

DIと比較すると国家の重要性が低下している。DIが欧州統合のプラグマティックな政治管理

のデザイン原則なのに対して、マクロ・リージョン戦略の方は機能主義的地域と関わるデザイ

ン原則である。そしてDIの方は確固とした条約的基礎及びそれによるソフトローとハードロー

の双方をもっているのに対して、マクロ・リージョン戦略はソフトなガヴァナンスの形態であ

る。しかも非加盟国も含む。さらに、マクロ・リージョン戦略は欧州制度の枠内にありながら、

EUの諸目的を達成するために、国家（中央政府）を介さずに、欧州委員会が地域や都市と特

権的な関係を構築しようとする傾向を見せている。逆の政策的側面からみれば、EUの多くの
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指令の方がマクロ・リージョンにとって重要な示唆をもつようになるわけである。

（2）つぎに経済政策的観点から考察すると、以下のようになる（Braun-Kovacs 2011, 

87-90）。EUの経済政策を、政策実施の在り方（国別に個別に実施するのか相互に調整しなが

ら実施するのか）と調整の程度（ハードかソフトか）で分類すると表 1のようになる。経済通

貨同盟の導入に伴い、各国の金融政策は一本化され、ユーロ導入は各国の財政赤字の状況につ

いて厳しい監督を行い、加盟国間の調整ではなく各国が安定成長協定の条件を個別にクリアす

ることが求められる。強い調整力を有するが、同時にその実施は各国の個別の裁量に任されて

いた。もし順守できない場合（シックスパック、excess deficit procedure）には制裁のシナリ

オが待っている。ここから成長安定協定は個別実施でハードな調整がなされる経済政策という

ことができる。これに対して、「リスボン戦略」とその後継戦略である「欧州 2020 戦略」では、

多様性の中の統一性（unity in diversity）が原則とされ、共通の目標に向けて各国の経済シス

テム間の競争が展開される。先の欧州通貨同盟や安定成長協定と違い、EUと加盟国間の間に

はパートナーシップの関係が構築され、利害関係者やリーダーシップ、目標そしてその達成手

段は異なることが許される。単一市場への経済統合は共同体諸政策の場合にあたり、同一の様

式で共通利害を追求してきた。EU指令、規制は強い調整力をもっている。「欧州 2020 戦略」

の場合は実態経済に焦点が当てられ、調整はセクター的により緩やかになる。最後に空間機能

的な面ではマクロ・リージョン戦略は調整がソフトになるが、学習過程を通じて一国を超えて

セクター的にも空間的にも一歩一歩調整を積み重ねていくことになる。EUの方はマクロ・リー

ジョン戦略の参加国とそれらによる協力を信頼して、経済政策のイノベーションに焦点を当て

ている。

（3）次に、ソフトな調整と調整的実施という政策的観点をガヴァナンスの主体とタイムスパ

ンの観点から観察すると、その中二階（メザニン）的特徴を見逃すわけにはいかない（Braun-

Zoltan, Kovacs, 2011, 91）。マクロ・リージョン協力は、国民国家の国境内の問題と EU規模

の問題の「中間問題（in-between issues）」と取り組むために生み出されたとされる（Dühr 

出所：Braun-Zoltan and Kovacs（2011）, 89

表 1　EUの経済政策の戦略的要素
2020/

/
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2011）。それは従来の超国家的な協力形態とは異なる。ではどの点で異なるのか。超国家的な

協力形態の場合、国民国家の空洞化を陰に陽に前提としている。ところが、マクロ・リージョ

ン戦略の場合は、その開発実施過程で、国民下位レベルのアクターや非 EUのアクターが参加・

関与する程度が限定化され、むしろ反対に、EUと各国政府が高い水準で参加・関与すること

が期待されている。これは、強力な政府間主義や超国家的制度の役割の強力化志向、Interreg

協力の限界性、超国家的空間ビジョンの軽視を克服しようとする点で、これまでの越境協力の

形態のイノベーションである。だが、その視角は、EUと国民国家との間のいわばヒエラルキー

的関係に注目したマルチ・レベルガバナンス論であるということもできる。

（4）最後に、以上の視角に批判的な視点を提示するのが 3つの逸脱論、クロススケールガバ

ナンス論である。柑本英雄（2008）（2011a）（2011b）は、上記の（1）（2）（3）が前提として

いるマルチ・レベルガバナンス論の限界を意識する。欧州でマクロ・リージョンという新しい

地域が胎動したのは、国家中心的な地域のありかたから 3つの要素の逸脱が開始されたからで

ある。第 1の逸脱は「国境からの逸脱」。つまり政策容器としての「国家領域」が有効性を喪

失しつつある。他の表現をすると、国民経済の容器の機能不全である。第 2の逸脱は「層から

の逸脱」である。国境を越えて形成され始めた場にしっかりとフィットする行為主体（アクター）

が存在しない。あるいは、これまでの超国家、国家、地方、地域の調整・補完・管理活動の独

自のスケールは国境を越えて形成され始めた場にマッチしない。その場のガヴァナンスは「小

さなアナーキー」のなかでしか実現されないようになる。第 3の逸脱は「種を越えた逸脱」で

ある。国境を越えた場においては、国家だけでなく、超国家、地方、地域（市民）の各行為主

体（アクター）も限界をもっていることである。それぞれの持つ特殊な調整・補完・管理能力

やその行動規範がそれぞれの政策次元では限られているからである。そのためには国境を越え

て形成され始めた場は独自の調整・補完・管理能力やその行動規範を誕生させていかなければ

ならなくなった。これら 3つの逸脱の結果、政治・経済・社会の実態と制度の点でスケール間

を縦横にコーディネートするアクターが誕生する。ここが動態的なガヴァナンスをもつマクロ・

リージョンということになる。

第 3節　EUドナウ・リージョン戦略とは何か

EUDRSは 2008 年秋 EUSBSRの協議が開始された時期に同時に検討が開始された。初期の

提案国はルーマニア、オーストリアそしてセルビアであった。その後ハンガリーがこのグルー

プに加わり、2011 年前半の EU議長国の任期中に EUの優先的課題にすることを宣言した

（Schymik 2011）。この 2つの戦略とは性格は異なるが、同様なマクロ・リージョン戦略や協

力は他の地域でも準備・検討中である（Dühr 2011, 11）。

最初の提案は以下のようにされた（Novello 2010）。2009 年 6 月 19 日 EU理事会は、欧州委
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員会に対して、バルト海を参考にして、ドナウ・リージョンの EU戦略を作成するように決定

した。その期限は 2010 年度末とした。諸基金のより効率的な利用、加盟国、EU、非加盟国等

の行動の調整が目的であった 14）。それを受けた作業の後、欧州委員会は 2010 年 12 月 8 日にド

ナウ流域の開発促進の戦略に関するコミュニケーションを発表し、それに基づいて 2011 年 4

月 13日の欧州理事会は EUSDRを採択した。極めて迅速であった。200以上の優先的アクショ

ンとプログラムが準備された（13 ページ参照）。加盟する国（州）は EU加盟の 9カ国（ドイ

ツの 2州、チェコ共和国、オーストリア、スロヴァキア、ハンガリー、スロヴェニア、ブルガ

リア、ルーマニア、クロアチア）と非加盟の 5カ国（セルビア、ボスニア・ヘルツェゴヴィナ、

モンテネグロ、ウクライナ、モルドヴァ）である（表 2参照）。

ドナウ・マクロ・リージョンの経済の現状は次のとおりである。各国間の不均等を伴いなが

ら経済成長の停滞と失業率の上昇に象徴される経済危機から克服できていない。その裏には次

のような問題を抱えている（Gal 2012, 11-30）。この領域は首都圏を中心とする、僅かながら

も人口増加するエリアと反対に過疎化が進行している地域に分極化している。そのなかで少子

化と高齢化が進行している。一国内の周辺地域では若年層、低学歴、低技能の労働者の失業、

少数民族グループの失業が深刻化している。しかも長期化している。インフォーマルセクター

も広がっている。経済発展と工業化、外資による投資、貿易の点で旧加盟国、新加盟国そして

未加盟国に段差があり、格差が拡大している。エネルギー供給の安全保障の点からも、EUの

表 2　2つのマクロ・リージョンの比較
バルト海マクロ・リージョン ドナウ・マクロ・リージョン

EU加盟国 デンマーク、スウェーデン、フィンラン
ド、エストニア、ラトビア、リトワニア、
ポーランド、ドイツ 3 州（Hamburg, 
Schleswing-Holstein, Mecklenbug-
Voprommen） 

クロアチア *、ルーマニア、ブルガリア、
ハンガリー、スロヴェニア、スロヴァキ
ア、チェコ共和国、オーストリア、ドイ
ツ 2州（Baden-Wurttemberg, Bavaria）

非 EU加盟国 ノルウェー、ロシア、ベラルーシ ウクライナ、セルビア、ボスニア・ヘル
ツェゴヴィナ、モンテネグロ、モルドヴァ

優先領域 15 件 11 件
結束政策基金 500 億ユーロ（2007-2013） 1000 億ユーロ（2007-2013）**

人口（100 万人） 71（14％） 89（18%）
面積（1000 平方㎞） 1270（30%） 769（18%）
GDP（10 億ユーロ） 1.375（11%） 1.620（13%）
出所：Groenindijk（2013, 9）、Schymik（2001）
注：括弧内の％は EU全体に占めるこのリージョンの比率である。
　　＊クロアチアは 2013 年 7 月に新規加盟した。
　　＊＊   2007-2013 年度の結束基金は 3548 億 1500 万ユーロ（EU予算額 9936 億 100 万ユーロの 35.7％）

の約 28％となる。
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影響をうけて、転換が迫られている（Gal 2012, 18-19）。農業の近代化・商業化・輸出指向へ

の転換・個人農家育成でも分岐傾向がある。域内交通ネットワークが時代遅れで、域内連携だ

けでなく EUのセンター地域との間に期待される連携を強化できていない。マクロ・リージョ

ンを一体化させる制度的整備度は低い。ドナウ東岸地域は西岸地域と比較して、またドナウ川

下流域は上流域と比較しても、いずれの場合でも前者の方の経済的停滞と貧困、失業がより深

刻な問題になっている。

EUSBSR（EUバルト海リージョン戦略）とドナウ・マクロ・リージョン戦略の相違は（Ganzle 

and Kern, 2011, 14）次の点にある。つまり、EUSBSRが主としてバルト海沿岸地域の内外の

異なるパートナー同士の比較的広範囲のよく組織されたネットワークに依拠してきたのに対し

て、EUSDRの場合は、このマクロ・リージョンに対応する市民団体が欧州ドナウ委員会 the 

Danube Commissionや最近（2009 年）設立されたドナウ都市地域欧州協議会（European 

Conference of the Danube Cities and Regions）を除いてほとんど存在しない。Hardi（2009, 

239-258）によれば、体制転換後、オーストリアを中軸にドナウ川流域の取組みが僅かになさ

れ 15）、EUに関係する Danube Space Study（2000）と Vision Planet（1999）という共同空間

開発文書が作成されていた。その点からいうと、バルト海マクロ・リージョンが国家主導、北

海マクロ・リージョンが地方政府主導であったとすると、EUSDRは EUの超国家組織主導型

のマクロ・リージョン戦略である。自然地理的意味（ドナウ川）を付加し、アイデンティティ

を構築することをトップダウン的に狙ったものである（柑本英雄 2011b, 36）16）。

では、なぜこのような超国家組織主導型の戦略を EUは採択したのか。その前段として実施

された InterregⅡC（1997-1999）とⅢB（2000-2006）の中欧・南東欧の近隣超国家協力（CADSES）

による欧州化の失敗を受けたものであった 17）。先にも述べたように、ドナウ川は EU加盟の 9

カ国と非加盟の 5カ国を包摂している。そこは、環境問題の脅威（汚染、洪水、気候変化）、

水運事業の未開発とそれと陸上輸送網との連結の不十分さ、エネルギー問題、不平等な社会経

済的発展、バラバラな教育・研究イノベーション体系、安全保障の不十分さなどの問題を抱え

る。そこからクリーンで迅速な河川運輸環境、より安価で安全なエネルギーの確保、経済・社

会的包摂、研究イノベーション開発による地域全体の繁栄、ツーリズムと文化による魅力の増

進が潜在的に求められていた。しかし、これらの問題解決には従来型の地域・領域協力方式の

刷新が要請され、それにむけてアイデンティティの構築も必要であった。バルトの経験が示唆

を与え、歴史に裏付けされた自然地理的意味（ドナウ川）の付加がそれを容易にした。

次の問題は、それらに必要な財源やその他の資源をどこから捻出するか、である。先の 3つ

の NOの指摘通り、この EUSDRもこれらの施策に必要な追加的資金をさらに EUから提供

してもらうことを想定していない。すでに利用できる既存の財政資源をより統合、調整した方

法で利用して、付加価値をつけようとする。つまり EUSDR参加国は EUの結束政策や他のプ

ログラムさらには様々な国際金融機関を利用することが念頭に置かれている。EUはすでに上



 立命館国際地域研究　第38号　2013年10月 13

記の問題解決のための協力を実りあるものにするような様々なプログラムを提供しているとさ

れている 18）。

EUSDRには以下のような 4つの優先される柱がある。それぞれの柱にはいくつかの優先領

域 Priority areas（以下 PA略記）がある。括弧の中は調整国である（EUEC 2011, 4-7）19）。

第 1の柱：ドナウ地域を結合する。3 つの PA：① PA1A:移動性と多様な方法の改善。内陸水

運（オーストリア、ルーマニア）、10 アクションと 9つのプログラム、および PA1B:鉄道・道

路・航空（スロベニア、セルビア）、7つのアクションと 6つのプログラム。② PA02:持続可

能なエネルギーの奨励（ハンガリー、チェコ共和国）、17 のアクションと 10 のプログラム。③

PA03:文化やツーリズム、市民同士の接触の促進（スロヴェニア、セルビア）14 のアクション

と 20 のプログラム。

第 2の柱：ドナウ地域の環境を保護する。3 つの PA：① PA04:水質の維持改善（ハンガリー、

スロヴァキア）、14のアクションと 7つのプログラム。② PA05:環境リスクの管理（ハンガリー、

ルーマニア）、8つのアクションと 11 プログラム。③ PA06:生物多様性・景観・大気と水の質

の保持（独バヴァリア、クロアチア）、16 アクションと 13 プログラム。

第 3の柱：ドナウ地域に繁栄を構築する。3 つの PA：① PA07:研究、教育、情報テクノロジー

を通じた知識社会の発展（スロヴァキア、セルビア）、8つのアクションと 12 プログラム。②

PA08:企業、クラスター・ネットワークの競争力の強化支援（独バーデン・ヴィルテンベルグ）、

7つのアクションと 10 プログラム。③ PA09:人間とスキルへの投資（オーストリア、モルド

ヴァ）、8つのアクションと 7つのプログラム。

第 4の柱：ドナウ地域を強化する。2 つの PA：① PA10:制度的能力と協力の開始（ウィーン、

スロヴェニア）、9つのアクションと 8つのプログラム。② PA11:安全保障促進の共同と深刻

な組織犯罪への対処（ドイツ、ブルガリア）、11 アクションと 10 プログラム 20）。

では実際に EUSDRはどのようにして運用・機能しているのか（図 2参照）。政策水準では

欧州理事会が戦略を承認して主要な政策方向を決定する。関係政府の上級閣僚グループ会合

（High Level Group）は、上記の決定を行動計画、戦略目標にまで落とし込んだ決定を行い、

欧州委員会は行動計画過程の調整と促進、実績と進歩に関する報告書を作成すると同時に、戦

略フォーラム（Forum）を開催する。各国接触事務所（national contact point）は国内行政間

の調整とアドバイスと情報の提供を行う。それは 5つの段階を経過して実施される。最初は協

議（consultation）段階で、毎年このフォーラムが開催され、そこでは各国政府関係者、EU

機関そして利害関係者（政府機関、民間部門、市民社会）が参加して、行動計画について議論

協議する。第 2段階は政策調整で、上級閣僚グループと欧州委員が政策について調整する。合

意に達しなかった場合には独立の専門家を交えた対話を継続する。第 3段階では、それぞれの
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プロジェクトを通じて行動に移る。それぞれの優先領域 PAは域内の担当する国が担う。それ

ぞれに優先領域調整者（PA Coordinator）、専門家（experts）が省庁官庁の線に沿って配備さ

れる。その優先領域調整者は計画と目標、指標、タイムテーブルとの整合性と、各担当者間の

効果的な協力を引き出すようにする。技術的支援も行う。次の段階が実施の促進である。これ

を担うのは各国接触事務所に支援された委員（プロジェクト推進者）である。最後に報告と評

価の段階で、優先領域調整者とパートナーを組んでこの委員が報告・評価を行い、次の年次

フォーラムに提出する。

図 2　EUSDRのガバナンスモデル

出所：http://www.danube-region.eu/pages/what-is-the-eusdr

欧州理事会

上級閣僚グループ会合

各国接触事務所

欧州委員会
地域政策総局

各優先領域の
運営グループ会合 優先領域調整者

結束基金と
構造基金（目標
1-2-3 プログラム）

可能な資金源

加盟前支援制度
欧州近隣パートナー

シップ制度

EU・各国セクター基金
（環境、教育など）

国際金融機関

民間銀行、
資金提供者

実施レベル

政策レベル

プロジェクト推進者

図 3　インターラクトの役割

出所：http://www.danube-region.eu/pages/what-is-the-eusdr

優先領域調整者と
その運営グループ

構造諸基金
加盟前支援制度／

欧州近隣パートナーシップ制度
国際金融機関／銀行

ドナウリージョン
戦略ラボグループ

プロジェクトとアクション

- 2 つのガヴァナンス・システム間の相互作用を促進すること
- 協力と信頼を構築すること
- 優先領域調整者と融資のための革新的仕組みを試行すること

インターラクトが架橋するのは



 立命館国際地域研究　第38号　2013年10月 15

INTERACTについては注 13 ですでに指摘した。次にウィーンのインターラクト・ポイント

の役割と機能を概観しておこう。訪問した事務所は思いのほか小規模で、常任スタッフが 6名

であった。その役割は EUSDRを支援する活動で、専門性（戦略的ラボグループが担う）に基

づいて協力のネットワークの構築、相互のコミュニケーションの促進、加盟国と欧州委員会の

支援を行うことである。さまざまな情報や専門的知識の提供者そして参加主役がそこに出入り

するプラットフォームの役割を果たす（図 3参照）。

第 4節　EUのドナウ・リージョン戦略（EUSDR）の現状

その到達点と問題（調査結果）

では、ヒアリングを行った Stockhammer Katrin（2013）に従って、そのプラスの評価をま

とめてみよう。全体的に評価すると、EUSDRの開始後、2007-2013 年度欧州地域開発基金

（ERDF）の決定済み額に対して実施額の比率は上昇する傾向にある。第 1にこの戦略によっ

てドナウ・マクロ・リージョンに共通のセクター戦略と計画がもたらされた。たとえば、この

地域では初めて複合輸送開発プロジェクトが始まった。各国の鉄道輸送計画の法的制度的研究

から、マーケット調査と複合輸送開発計画の作成、将来のターミナルとロジスティック計画と

投資プロジェクトと開発基金の設立がなされた。第 2に基金資源の連結の必要性がますます実

際の課題となった。たとえば、ドナウ地域研究イノベーションの基金の設立である。これによっ

て各国と地域の基金をプールして、より効果的な利用と頭脳流出に対応しようとしている。こ

れには欧州議会、閣僚（学術関係）が関与し、域内パートナーの入札、フィージビリティ研究、

民間資本の参入を促している。同じような基金の統合はドナウ川の環境汚染に関する調査と河

川管理にも利用されている。第 3はセクター横断的先駆事業である「チョウザメ 2020 戦略」で、

チョウザメの再生を含むドナウ川原産種の多面的確保が実施されている。第 4は学校とそれ以

外のパートナーの間で若者のエンパワーを与えるプロジェクトが開始されている。第 5に対話

の開始（潜在的投資家との）である。

だがそこには解決すべき課題が残されている。閣僚レベルの政治的コミットメントを実際に

多国間・一国・地域の事業の仕組みに落とし込むこと、関連するアクターがともに作業するこ

と、多くのプロジェクトがまだ抽象的準備段階であり、基金状況が複雑でルールが異なり、基

金間の調整が行われず、「自国の資金を自国のプロジェクトに利用する」という態度が続いて

いること、準備段階のスキルが不足していること、最後に最近の経済危機ゆえに事前・共同の

融資が難しく調整のための旅費さえ事欠くプロジェクトが出ていることである。

ウィーン国際経済研究所の Peter Havlik（2013）によれば、このドナウ川マクロ・リージョ

ンは、上流地域と下流地域の経済隔絶（divide）が最大に問題であり、2003 ～ 2012 年をみると、

一人当たり GDP（ユーロ、PPP）は超 3万ユーロ（ドイツ、オーストリア）、2万ユーロ前後（ス
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ロヴェニア）、1万 5000 ユーロ～ 2万ユーロ間（スロバキアとハンガリー）、1万ユーロ～ 1万

5000 ユーロ（ブルガリアとルーマニア）と 1万ユーロ以下（セルビア等）に分かれている。上

位国と下位国の開きは 3倍～ 5倍ある。これとは逆の傾向を失業率は示し、下流に位置するセ

ルビア、モンテネグロ、ボスニアの失業率は 25％を前後し、反対にドイツとオーストリアは 5％

～ 10％の範囲に収まっている。貿易統合の特徴は、上流域諸国ほどドナウ・マクロ・リージョ

ン域外への貿易（輸出）依存度が低く、反対に中流域諸国は域内依存度が高くなり、また逆転

して下流域の方は低くなっている。下流域の諸国の FDI吸収度と輸出開放度は低い。下流域

の諸国は移行過程が終了しておらず、2008年以降の経済危機の打撃が域内のどこよりも厳しく、

格差は拡大する方向にある。これらの諸問題にたいしては、地域統合の前進がローカルなビジ

ネス環境の改善と投資を呼び込み、利益をもたらすだろう。しかし、EUの 2014-2020 年予算

計画期間の地域政策に向けられる基金の縮小が予測される。なかでもドイツがこのマクロ・リー

ジョンで特殊な役割を果たせるかどうか予測できない（中東欧に進出したドイツ系企業が生産

拠点を大規模かつ大量に南下させるとは考えられない）21）。

次に、ハンガリーとEUSDRとの関係をみてみよう（Ágh 2012）。というのはこのEUSDRは、

EUSBSRのなかでスウェーデンがそうであったように、ハンガリーが議長国であった時に主

導権を発揮したからである。ハンガリーは EUSDRの地理的に中心的位置にあり、EUSDRに

もっとも強い利害関心をもっている。ドナウ戦略とは別の表現ですると、古きハンガリー人の

夢の実現である 22）。ドナウ川を抜きにこの国のアイデンティティを語ることができない。過去

20 年以上にわたって実施された近隣諸国協力の要となる地域でもある。だから EUSDRは国

内政治対立のテーマとならない数少ないものである。しかし、現在の危機の長期化と政権の交

代（田中宏 2013）はハンガリーにおける EUSDRの展開にも深刻な影を落としている。

アーグによれば、2010-2011 年には「マクロ・リージョンの熱狂」があったが、現在は EU

とハンガリーの双方にとっても「仮眠状態のプロジェクト」になっている。それを以下の 5つ

のパラドックスが作り出していった。（1）EUの域内協力と EUの西バルカン拡大が有機的に

統一されているが、ハンガリーの現政権の内部では両者が共通戦略のなかに統合されていない。

しかも（2）現在の EUの危機管理そしてハンガリーの危機克服対策は EUSDRをマージナル

な国内戦略プログラムに格下げしている。また、（3）制度的にみて EUSDRを担当する機関は

外務省（DRS政府委員）と国家開発省に属する国家開発庁（NFÜ）に股裂きになっており、

実施段階になっても前者から後者への調整機能が上手く移管できていない。その上、様々な領

域レベル（ローカル、地域、中央）の権限利害衝突が起きてきている。とくに現政権は行政を

中央集権化し、行政的にも財政的にも地方・地域の権限のはく奪を推し進めている。そして（4）

一方では、民間の様々なアクターがこのプロジェクトに幅広く十分動員されていないが、他方

では、だからといって、さまざまな団体や諸会合・集会などを政府が上手く調整できているわ

けでもない。この間に社会的ギャップが存在している。最後に（5）国民的コンセンサスと実
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際の実施開始のあいだにもパラドックスが存在する。

ハンガリー世界経済研究所の Tamas Fleisher（2013）によれば、EUSDRとは利害関係者

の同床異夢以外の何ものでもない。つまり、ドイツはこの地域での経済的地位強化を望み、オー

ストリアは旧帝国内での協力関係の改善を望み、スロヴァキアはナビゲーターとしてバルト海、

北海、黒海を繋ぐ内陸型ハブ国家になることを希望し、ハンガリーは欧州協力のなかで不明瞭

だが主導的な役割を果たそうとし、クロアチアとセルビアは一日も早い EU加盟を達成しよう

とし、ルーマニアとブルガリアは基本的インフラ（道路、鉄道、架橋）を構築しようとしている。

EUSDRが EUの資金をもたらす可能性がないとすると、どこにその意義があるのだろうか。

そこから問い直さなくてはならない。1つには、ドナウ・マクロ・リージョンは全く異なった

結束水準をもった国の集合体であり、その点からドナウ川は拡大された EUのシンボルとも考

えることができる。ドナウ地域を構成する国の経済規模はドイツの比重が圧倒的である。異な

る経済発展水準の国を結合させること（interconnection）は必要だが、遅れた低開発国をキャッ

チアップするのには十分ではない。EUはこれまで結束を促す介入手段を講じてきた。CBC、

Interreg、結束基金である。しかし EUSDRには何もない。EUSDRの目標は誰も反対する者

はいないが、一般的すぎる。2年間の準備期間においても EUレベルでこの地域にかかわる問

題の明確な分析がされて来なかった。その問題にたいする戦略的回答を研究することもなされ

ていない。準備期間に行われたボトムアップ型のプロジェクトの収集は、明確の戦略なしに行

われたがゆえに、古いタイプの夢のプロジェクトを集めたものになり、新しい戦略を達成する

プロジェクトを創造するものではなかった。マクロ・リージョンという不明確な定義は地域の

適切な戦略のライン（限界線）を曖昧にしてしまった。戦略の開発よりもトゥールの方が先に

あった。加盟国間の結束のギャップは EUの問題であり、キャッチアップ問題を抱えているよ

うな国が集まっている地域にキャッチアップ問題の解決策を割り当てるようなことをしてはな

らない。3つの NOとは適切な戦略ではなく、準備されないプログラムであり、展望がない。

領域的結束という観点から最初の年度の EUSDRの総括を行っているWulf（2012）よれば、

EUSDRは次のように要約される。第 1に、EUの空間発展としての戦略の実施という点で法

的合意が存在しないというコンデショナリティの欠落がある。EUSDRは政策ではなくパッチ

ワークの戦略であり、過程がゆっくりと進行し、しかも不確実性のリスクを伴う。第 2に、共

通する問題は捉えられるが、共通する解決策は存在しない。成熟したガヴァナンス構造は視覚

化されず、なによりもその構造の機能が不明確である。量的・質的評価指標もない。第 3に、

戦略の中に異なるプロジェクトが混ざっているが、どれに優先権が与えられているのか不明確

である。第 4に、ドナウ地域は以下の 4つの異なる非対称性に直面している。①高度な領域的

非対称性があり、上流域と下流域は単純に比較できない。②利害関係者の非対称性がある。市

民・民間セクターもさまざまである。EUSDRの合意過程でポジションペーパーを提出するこ

とさえできない国や地域がある一方、ドイツの上流域の自治体は強力な影響力をもっている。
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③ EUの法体系の総体をなすアキ・コミュノテーレの導入は EU非加盟国に義務化されていな

いので、法的ルールや標準化の点で非対称性が存在する。④情報の非対称性も存在する。すべ

ての参加者が同一の情報、同程度の EUSDRに関する理解があるわけではなく、EUSDRの操

作的ギャップも存在する。

欧州委員会によるEUSDRの 2年間の総括

欧州委員会（European Commission 2013）は、EUSDR発足後 2年間が経過したので、過

去 18 カ月実施状況について、以下のように、総括と報告を行っている。この戦略の成果は、

①この地域に影響とインパクトを与える超国家的プロジェクトの促進、②異なる各国・EUの

政策や基金の間の調整とより一貫性と結果を出す方法の開拓、③広範囲な協力プラットフォー

ムと開発と共同の努力を必要とすることへの挑戦、④閣僚レベルの戦略的支援と実施の具体的

前進を通じてこの戦略の政治的重要性に光をあてたこと、のうちにみられる。より具体的には、

ブダペストの汚水処理プラントへの財政支援、ルーマニア・セルビア、ハンガリー・セルビア

そしてセルビアの独自の越境プログラムを EUSDRと調整・支援したこと、既存の国際協力プ

ログラムによるこの戦略プロジェクトへの融資、第 7次枠組み研究プログラムによる 3つの研

究プログラムの立ち上げ、この地域における持続可能なツーリズムの支援、ドナウ川全域を包

括した汎欧州運輸ネットワークのガイドラインの作成準備、西バルカン投資枠組みで EUSDR

プロジェクトに優先権を与えたこと、欧州議会によるパイロットプロジェクトや準備活動にた

いする支援、いくつかの地域（例、ドイツ・バーデンヴュテンベルク）で EUSDRプロジェク

トへの基金設立、欧州投資銀行による国際投資プロジェクトの開発促進ためのブダペストドナ

ウ接触事務所の設立、技術的援助ファシリティの促進作業の前進、である。ごく最近の例では、

ブルガリアとルーマニアの国境を初めて架橋したヴィディン・カラファト橋の完成への支援、

ドナウ川洪水警戒システム（Danube Floodrisk）の作動が現実に機能している。

これまでの成果から引きだされる教訓としては次の点がある。実施面では、政策レベルとオ

ペレーションレベルをつなぐ各国接触事務所・優先領域調整者 PAC・運営グループが戦略実

施のコアになっており、それをさらに強化する必要（政治行政構造のなかへ埋め込み、安定的

な政治的承認と十分な人材の保障）がある。また上級閣僚の政治的サポートが決定的に重要で、

既存の資源や 2014-2020 年の予算計画期間で具体的行動計画をファイナンスする手立ての必要

性および既存の国際組織のイニシャティブの利用の積極化、結果指向性を強めて目標を設定す

ること、EUレベルでクロスセクター的協力の統合的アプローチを強調していくこと、EU非

加盟国を参加させること、コミュニケーションの強化、が求められる。各国に対しては、2014-

2020 年予算計画期間の地域政策の新しい世代のプログラムに EUSDRを組み入れること、地

域政策以外の各種基金（欧州構造投資基金、EUの研究イノベーション・フレームプログラム

（2014-2020）であるHorizon2020, 企業・中小企業の競争力構築のためのプログラム（2014-2020）



 立命館国際地域研究　第38号　2013年10月 19

である COSMEなど）の利用を活用すること、ドナウ戦略の優先課題を達成できるに適切な

スタッフと財務を確実に揃えること、さらに部門別閣僚理事会でドナウ・リージョン戦略の狙

いを浸透させること、を薦めている。欧州委員会による EUSDRの 2年間の総括は、ヒアリン

グ調査結果と同様に、資金問題とガヴァナンス問題を特に重視している。

まとめ

以上、最初にドナウ川・地域の歴史的特徴と東欧資本主義の特徴、統合上の特徴を概観し、

続いて、EUのマクロ・リージョン戦略とは何か、そのマクロ・リージョン戦略が従来の越境

地域協力、超国家的領域協力とどの点で異なるのかを調べ、さらに EUの EUSDRとはどのよ

うなものかを解明した。そして最後に EUSDRの現状、到達点と問題点を明らかにしてきた。

EUSDRも含めてマクロ・リージョン戦略の実施が開始されて 2年余りの時間しか経過してい

ないので、総括するには時期尚早であろう。以下は、「メコン川開発研究会」の議論を踏まえ

た中間的なまとめとしよう。

（1）最初に指摘すべき点は、現地ヒアリング調査を経験して感じる、EUSDRの EU（ブリュッ

セル）側の理念的熱意と東欧の現場の感覚との乖離である。これは、EU（旧加盟国側）が東

欧諸国の新規加盟に何を期待し、新加盟の東欧諸国が EU加盟に何を期待したのか、の期待感

のギャップの再現でもあるだろう。それを代表しているのが Tamas Fleisherの見解である。

各国の旧式ニーズの寄せ集め、資金なし、トゥール先行と準備不足そして参加国間・リージョ

ン内格差是正の資金・手段の不足（Havlik）という指摘は的を射た批判である。EUの東方拡

大戦略がキャッチアップのために開発援助を主要にしたものから新加盟国の欧州化（EU制度

とルールの導入）を主要としたものに移行した結果である（小川有美 2001）。地域版の差別化

された統合論はその乖離のギャップを正統化するだろう。ところで、開発の世界には、「南々

協力」（Technical Cooperation among Developing Countries/Economic Cooperation among 

Developing Countries, TCDC/ECDC）で、経済の発展段階や経済開発の背景が比較的似通っ

た国々がそれぞれの政策やプロジェクト経験等を交換することは、それなりに効果的・効率的

な施策と考えられる（Mourad Ahmia 2008）。そこでもやはり先進国や「中進国」や更には国

際機関等の果たす役割が必要となってくる。アジアの開発途上国においては結構盛んなインフ

ラ整備の民営化（BOT：Build Operate Transfer, BOO: Build Own Operateなど）も僅かな

位置しか占めていない。単一金融市場と単一通貨の導入で誕生した資本と信用は大規模にドナ

ウ地域のインフラ開発に注がれることはないだろう。

（2）経済政策のイノベーション、新「リスボン戦略」という観点からは相互の調整的実施と

ソフトな調整を組み合わせたものとして画期的である。財政・政治同盟についての現在の合意

水準および今次の経済財政危機のなかでは、EU財政の根本的再編成と各国レベルでの大規模
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な財政出動というオプションはないだろう。この現段階では、極めて強い専門性に裏付けられ

ているが、しかし弾力的な統合的調整しか経済政策の戦略的調整の道は残されていない。しか

し、EUSDRはボトムアップのガヴァナンスの弱さ、域内の様々な点での非対称性の存在、ド

ナウ川地域の経済実態を解決する構想、政策と資金、実行力の欠如そして統合的アプローチの

不足（PAC、steering committeeと作業グループ（WG）間のコラボとセクター問題解決のメ

カニズムの結合）、という不十分な問題を抱えている。Wulfが指摘するように、マルチ・レベ

ルガバナンスが有効に機能しているとはいえない。ポスト社会主義期の地域が抱える体制転換

の課題、EU統合のなかで「地域自身を構築する」（making regions）ことにも十分対応して

いない。開発を考えた場合、国連も含めて国際諸機関が有効な「マルチ」支援を行うのが難し

いのが現状だろう。だから不十分さを指摘しても原理的前進はない。ここから引き出せる示唆

はなにだろうか。1つは、クロススケールで活動するアクター達が誕生するガヴァナンスにつ

いて語ることが必要なのかもしれない。EUSDRの場合そのようなアクター達が動いている現

状に立ち会うことができなかった。反対にいえば、EUSDRの現場で言説的転換が迫られてい

るのかもしれない（柑本英雄氏のコメント）。2つ目は、拡大 EUが「超国家」ではなく「新

しい中世的帝国」（Zielonka 2006）に転換していくなかでマクロリージョンが重要な単位にな

ることを予兆するものかもしれない。

注

１） 本報告は科研費プロジェクト「EU経済統合と社会経済イノベーション：新リスボン戦略と地域開発」
（基盤研究（B）課題番号 22402024, 研究代表 :八木紀一郎）並びに立命館大学国際地域研究所「2012
年研究プロジェクト：ASEAN共同体の構築とメコン川地域開発」（代表者：西口清勝）の研究成果で
ある。現在進行中の地域協力様式のイノベーションには「欧州領域協力団体 European Grouping of 
Territorial Cooperation」と「EUマクロ・リージョン戦略」があるが、2月の研究調査（前半に前者、
後半に後者）の結果として後者のみを報告する。2013 年 4 月 20 日京都大学経済研究所での報告では
柑本英雄先生から、そして 5月 23 日立命館大学国際地域研究所「メコン川開発研究会」では井手啓二
先生より貴重なコメントを頂いた。感謝申し上げます。

２） ドナウ・リージョンは 14 カ国を包括し、うち EU加盟国が 9カ国で、残り 5カ国が非加盟近隣諸国
である（表 2参照）。クロアチアは加盟直後である。その迅速性は、2009 年 6 月に欧州理事会がその
議長結論で EUSDRの準備を欧州委員会に提案したが、その後欧州員会が原案を作成し、わずか 1年
半後の 2010 年 12 月に欧州理事会は、11 の優先領域に包括される 130 近くのアクションプランを含む
コミュニケーション（Communication）を署名確認した、ことに表れている。

３） Melanie Tatur（2004.15-39）参照。地域自体の再構築というこの問題は、ドナウ・マクロ地域戦略の
中にも反映される。後で述べるように、南東欧諸国はこの戦略を担う主体の形成が不十分である。
Balazs and Bruszt（2010）によれば、加盟前支援プログラムは地方行政組織や非国家組織の組織能力
を確実に構築してきている。

４） マクロ・リージョン戦略に関する研究は極めて初期の段階である。研究はバルト・リージョンの多く
にまだ限定されている。我が国では柑本英雄（2011a, 2011b）、蓮見雄（2009）がある。EC（2013）
は欧州委員会によるマクロ・リージョン戦略の短期間の総括的報告書である。本報告もこれらの研究
の成果に負っている。
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５） regionを地域と訳さずリージョンと訳している理由を指摘しておこう。柑本英雄（2010、17-19）によ
れば、リージョンには狭義と広義の定義がある。狭義のそれは「構成基礎単位としての小さなリージョ
ン」、州等の地方政府の管轄領域のことである。もうひとつは広義の「地域空間そのものの大きさを示
すリージョン」である。ミクロ、サブ、マクロという接頭語をつけて空間の大きさを表す場合がある。
Interregのプログラムのなかでは EUの地域政策を実行する「政策容器」としての意味をリージョン
は有するようになる（2001 年の欧州ガヴァナンス白書 European Governance: A White Paperで初め
て地方政府が欧州を共治する行為体であることを認めた）。EUをメガリージョンとして位置付けると、
EU（メガリージョン）―ドナウ地域（マクロリージョン）－加盟国国家となる。他の研究（百瀬宏）
では、このドナウ地域（マクロリージョン）に下位地域（サブリージョン）という名称を付している。
しかし、EUの地域政策では国内下位地域を下位地域（サブリージョン）と呼ぶ場合がある。その場合、
EU（マクロ・リージョン）、国家、サブリージョン（国際交流する州レベルの地域、例；北海沿岸地域）、
越境地域（ユーロリージョン、ミクロリージョン）と分類できる。欧州地域政策での国際協力は、国
家の行う国際協力 international cooperationと、地方政府が基礎単位となる越境協力（trans-national/
inter-regional cooperation）に大別できる。ここでは、柑本英雄（2010）にしたがって、政策容器、
欧州を共治する行為体としての意義を意識して、マクロ地域と訳さずマクロ・リージョンと訳してい
る。

６） セメツキによれば、2つのタイプのマクロ・リージョン戦略がある。1つは一国単独では満足して対応
することができない問題に対処するタイプ（transnationalなタイプ）と、多数国が協力することで
利益となるタイプ（common issueなタイプ）である。EUが重視するのは前者のタイプである（Dühr 
2011）

７） 新基金がない点は、後述するように、この戦略の弱点と思われるが、より強い調整と様々なレベルの
様々な財政資金のより強いシナジーを求め、これまでの基金に依拠する機会を強化し、さまざまなプ
ログラム・政策・制度の点から異なる資源を調整する様式や現実可能性を考慮するようになる。その
意味でガヴァンスの挑戦である（Stocchiero 2010, 7）。

８） 新立法なしは、協議形式で集めた行動計画を準備することが各国政府や EUの戦略の内容となる。こ
のことは「ボトムアップ」アプローチであると同時に「トップダウン」のアプローチを含み、両者の
あいだの基本的な衝突を含んでいることを意味している（Stocchiero 2010, 6）。

９） 新制度なしはマルチレベルとマルチアクターのガヴァナンスによって支えられることに通じる。欧州
委員会は全面的な調整者、外部からのファシリテーター、ソフトパワーを行使することになる
（Stocchiero 2010, 8）。

10） CRPM-CPMR（2012）によれば、欧州経済社会評議会や欧州議会もMRSにのみ限定した追加的資金
源を要請した。また地域評議会は欧州委員会の非柔軟的姿勢の再考を求めた。その結果、欧州理事会
は 2012 年 4 月 12 日の結論で「3つの YES」のルールを決定した。

11） その前提に国境（ボーダー）の意味の変化について指摘しておかなければならない（蓮見雄 2009）。
Mirwaldt et.al（2010）によれば、単一市場統合の結果、国境（ボーダー）が障害ではなく、架橋／
コミュニケーションのチャンネルとして再定義されることが多くなった。越境した結びつき（リンケー
ジ）は経済発展の地理について異なる思考を生みだした。特に周辺地域の越境リンケージはローカル
な企業同士の相互支援を奨励することになる。協力的なリンクと学習機会、潜在的シナジーはある地
域に比較優位をもたらすはずの領域的資本を形成する資産となるとされる。

12） ただし、ESDPは政府間の拘束文書ではなく、EUの政策の計画と調整のための基礎を提供し、新し
い政策領域の出現の前兆を示すものだった。CEADSESとは Central European, Adriatic, Danubian, 
South-Eastern European Space CADSES – Advancing transnational co-operation in Central and 
South East Europe の略称。GrauteUlrich による総括的まとめは、http://www.mrr.gov.pl/
aktualnosci/fundusze_europejskie_2007_2013/documents/dea56ea5af844c44993ab3c5d941cf5ewstiiib
cadses.pdfを参照。

13） INTERACTとは、欧州領域協力プログラムのための実践的支援、訓練と助言、関係者のためのフォー
ラムの開催、経験の交流、規則的な情宣サービスを行う唯一の専門家組織である。2003 年に設立され、
EUと加盟国（＋ノルウェーとスイス）の共同出資によって運営されている（2007-2013 年度 4000 万ユー
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ロ：EU側 85％、加盟国分 15%）。現在、フィンランドの Turku, スペインの Valencia, デンマークの
Bivorg, オーストリアの Viennaに 4つの INTERACT Point（事務所）が設置されている。

14） この地域には、最初の 4 つの Interregで CBCプログラムが実施され、2007-20013 年には 42 件の
ETC, IPA-CBC, ENP-CBCプログラムが実施されていた。2007-2013 年には総額（各国政府拠出分も
ふくむ）43 億ユーロが拠出されている（Territorial Cooperation 2010, No.1）。

15） 以下の取組みがなされている。1990 年設立のドナウ流域作業共同体（Arge Donau）、1993 年ドナウ
学長コンフェレンス、1994 年ドナウ川保護のためのドナウ保護協定・ドナウ保護国際委員会（ICPDR）、
ドナウ川流域内陸航行・環境持続可能性共同声明（NAIADES）、2002 年ドナウ協力プロセス、2003
年 Donauhanse（ドナウ流域都市経済協力）、欧州共同体水枠組み原則（2000 年）、2005 年 Via-
Donau水運会社設立。

16） 同時に EUに関係する Danube Space Study（2000）と Vision Planet（1999）という空間共同開発文
書が作成されてきた。Hardi（VATI, 2009, 83）によれば、Southeast Europe cooperationとの間に開
発をめぐる問題があった。

17） Jacic, Croccolo, Graute（2008）によれば、CADSESは政治的枠組みを変更して、CADSES参加国が
すべてのプログラムに等しく参加でき、契約当局の間で協力調整がなされ、Interregと対外的基金
（Tacis, CBC, PHARE, CARDS）とが統合され、セルビア等が新たに参加することが必要であった。

18） 様々なプログラムについては tttp://www.danube-region.eu/announcement/を参照。
19） バルト海マクロ・リージョン戦略の場合、優先領域調整国になるのは 1国のみであったが、ドナウ戦
略の場合 2カ国で共同担当。どこの国がどの領域を担当するのかは公募・選定された。EU加盟国で
あるルーマニアは参加していない。

20） 以上で表記した「アクション」とは、各国／関係者が関与する重大な論点を示し、必ずしも資金提供
が伴わない。これにたいして「プログラム」とは開始・終了日、実施主体・協力者が明記された具体
的行動のことを指し、必ず資金提供が必要となる。

21） 中東欧のヴィシェグラード諸国からも周辺国への対外直接投資が開始されているが、それが雇用と生
産の大規模な地域的再編を呼び起こすものではない。

22） たとえば、Kossuth L.による、ハンガリー、スロヴァキア、クロアチア、セルビア、ルーマニアの
Danube Confederation（1862）や Jászi O.による Danube United States（1918）の提唱がある。
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